
【重要】無期転換ルールの特例に関する申請をする場合はお早めに 

（事業主や人事労務担当者の方向け） 

 

平成 25 年４月１日に改正労働契約法が施行され、無期転換ルールが規定されました。無期転換ルールとは、同一の

使用者（企業）との間で、有期労働契約が更新されて通算５年を超えたときに、労働者の申込みによって無期労働契約に

転換されるルールのことです。 

 

施行から５年を迎える平成 30 年４月以降、多くの有期契約労働者の方へ無期転換申込権の発生が見込まれています。

無期転換ルールへの対応にあたっては、中長期的な人事労務管理の観点から、無期転換労働者の役割や責任の範囲、

就業規則等の整備など、様々な検討が必要であり、まだ準備が進んでいない企業におかれましては、早期に検討・

対応が必要です。 

 

また、無期転換ルールの適用に当たっては、有期雇用特別措置法（※１）により、定年後引き続き雇用される有期雇用

労働者等については、都道府県労働局長の認定を受けることで、無期転換申込権が発生しないとする特例が設け

られています。 

 

認定を受けるためには、本社を管轄する都道府県労働局（※２）に対し申請を行う必要があり、申請後、都道府県労働

局において審査を行うため、申請から認定を受けるまでには一定期間を要します。また、審査の際に追加で資料提出

が必要になる場合には、さらに時間がかかります。現在、この特例に係る申請が全国的に増加しており､認定を受ける

までには通常よりも時間がかかる場合があります。 

 

このため、全ての労働局において、平成 30 年３月末日までに認定を受けることを希望される場合は、平成 30 年

１月までに申請をしていただきますようお願いいたします。（※３） 

なお、申請いただいた順に審査を行いますが、申請内容や審査の状況により、認定は前後する場合がございますので

ご了承ください。 

 

※１ 専門的知識等を有する有期雇用労働者等に関する特別措置法 

※２ 都道府県労働局雇用環境・均等部（室） 

※３ ただし、申請件数や審査の状況によっては、平成 30 年１月までに申請いただいた場合であっても、平成 30 年３月末日まで

に認定を受けることができない場合がございますので、ご留意ください。また、平成 30 年２月以降の申請については、認定

が平成 30 年４月以降になる場合があります。 

 

厚生労働省ＨＰ「労働契約法の改正について」に掲載されています。 

① 第一種計画認定・変更申請書（高度専門職に関する申請書） 

② 第二種計画認定・変更申請書（継続雇用の高齢者に関する申請書） 

 

【参考：第二種計画認定申請をお考えの方へ】 

有期特別措置法の概要や記載例、申請書提出時のチェックリスト等を作成しておりますので、ご活用ください。 

① 有期特別措置法の概要（第二種計画認定申請） 

② 申請～認定の流れ 

③ 記載例（「高年齢者雇用推進者の選任」を行う場合） 

④ 申請書提出時チェックリスト（高年齢者雇用推進者の選任編） 

http://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-11200000-Roudoukijunkyoku/0000186718.docx
http://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-11200000-Roudoukijunkyoku/0000186719.docx
http://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-11200000-Roudoukijunkyoku/0000185322.pdf
http://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-11200000-Roudoukijunkyoku/0000185256.pdf
http://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-11200000-Roudoukijunkyoku/0000185257.pdf
http://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-11200000-Roudoukijunkyoku/0000185258.pdf

